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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第67期

第１四半期累計期間

第68期

第１四半期累計期間
第67期

会計期間
自 平成29年４月１日

至 平成29年６月30日

自 平成30年４月１日

至 平成30年６月30日

自 平成29年４月１日

至 平成30年３月31日

売上高 (千円) 1,155,996 1,352,316 5,885,905

経常損失（△） (千円) △58,614 △46,263 △115,786

四半期（当期）純損失（△） (千円) △47,098 △38,501 △99,977

持分法を適用した

場合の投資利益
(千円) － － －

資本金 (千円) 508,000 508,000 508,000

発行済株式総数 (千株) 23,787 2,378 2,378

純資産額 (千円) 3,452,367 3,312,640 3,401,594

総資産額 (千円) 8,933,836 9,036,773 9,423,185

１株当たり四半期（当期）

純損失金額
(円) △20.01 △16.37 △42.49

潜在株式調整後１株当たり

四半期(当期)純利益金額
(円) － － －

１株当たり配当額 (円) － － 20.0

自己資本比率 (％) 38.6 36.7 36.1

(注) １．売上高には、消費税等は含まれていない。

２．持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社がないため記載していない。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載していな

い。

４．当社は四半期連結財務諸表を作成していないので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移については

記載していない。

５．当社は、平成29年10月１日付で普通株式10株につき１株の割合で株式併合を行っている。第67期の期首に当

該株式併合が行われたと仮定し、１株当たり四半期（当期）純損失金額を算定している。

６．「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 平成30年２月16日）等を当第１四半

期会計期間の期首から適用しており、前第１四半期累計期間及び前事業年度に係る主要な経営指標等につい

ては、当該会計基準等を遡って適用した後の指標等となっている。

２ 【事業の内容】

当第１四半期累計期間における、事業の内容に重要な変更はない。また、関係会社の異動はない。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期累計期間において、本四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資

者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリス

ク」についての重要な変更はない。

なお、重要事象等は存在していない。

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものである。

　

(1) 財政状態及び経営成績の状況

① 経営成績

当第１四半期累計期間におけるわが国経済は、雇用・所得環境の改善が進み、各種政策の効果もあって、景気

は緩やかな回復基調で推移したものの、海外経済の不確実性、金融資本市場の変動リスクを抱え、先行き不透明

な状況が続いた。

　当社の主な関連業界である建設及び住宅業界においては、首都圏を中心とした再開発工事及び東京オリンピッ

ク・パラリンピック関連工事など受注環境は堅調に推移した。その一方で工事従事者不足や資材価格高騰の影響

による工事工程遅れなど仮設業界では厳しい環境が続いた。

　このような状況の中、当社は仮設関連の需要に応えるべく保有機材の拡充や生産体制の強化に努め、住宅鉄骨

部門の製造も順調に推移した結果、当第１四半期累計期間の業績は、売上高13億５千２百万円（前年同四半期比

17.0％増）と増収となった。損益面においては、営業損失４千５百万円（前年同四半期は営業損失５千７百万

円）、経常損失４千６百万円（前年同四半期は経常損失５千８百万円）、四半期純損失３千８百万円（前年同四

半期は四半期純損失４千７百万円）となった。
　

セグメントごとの経営成績は、次のとおりである。

（仮設機材販売）

社会インフラ整備等による建設需要は持続しているが、仮設機材リース業者の機材保有量が高止まりしてお

り購買意欲は一服感が見られた。くさび緊結式足場のＯＥＭ製造の減少等により、売上高は４億９百万円（前

年同四半期期比25.1％減）と減収となった。セグメント損失は３千２百万円（前年同四半期はセグメント損失

１千８百万円）と減益となった。

（仮設機材賃貸）

人手不足や資材高騰による工事の停滞や着工遅れがレンタル需要に影響し、軽仮設機材の稼働は低稼働で推

移したため、売上高は５億６千７百万円（前年同四半期比6.7％減）となった。利益面では、リース単価の下げ

基調等により、セグメント損失は２千万円（前年同四半期はセグメント損失１千万円）と減益となった。

（住宅鉄骨事業）

住宅鉄骨用部材の製造受託が前年６月まで中断していたため、売上高は３億７千５百万円（前年同四半期は

売上高０百万円）の増収となった。利益面では、セグメント利益１千万円（前年同四半期はセグメント損失２

千６百万円）となった。

② 財政状態

（資産）

当第１四半期末の総資産は90億３千６百万円となり、前事業年度末に比べ３億８千６百万円減少した。流動

資産が39億４千１百万円（前事業年度末比３億４千万円減）、固定資産は50億９千５百万円（前事業年度末比

４千６百万円減）となった。総資産の主な減少要因は、受取手形が３億５百万円減少したことなどによるもの

である。

（負債）

負債合計は57億２千４百万円となり、前事業年度末に比べ２億９千７百万円減少した。流動負債が36億８千

８百万円（前事業年度末比１億７千６百万円減）、固定負債が20億３千５百万円（前事業年度末比１億２千万

決算短信（宝印刷） 2018年08月09日 16時10分 3ページ（Tess 1.50(64) 20180525_01）



― 4 ―

円減）となった。負債の主な減少要因は支払手形が１億４千１百万円、長期借入金が１億４千万円減少したこ

とによるものである。

（純資産）

純資産合計は利益剰余金が８千５百万円減少したことなどにより33億１千２百万円（前事業年度末比８千８

百万円減）となった。

(2) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期累計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課題はな

い。

(3) 研究開発活動

当第１四半期累計期間における当社の研究開発活動に係る費用の総額は１千６百万円である。なお、当第１四半

期累計期間において、当社の研究開発活動の状況に重要な変更はない。

３ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はない。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 6,000,000

計 6,000,000

② 【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末

現在発行数(株)
(平成30年６月30日)

提出日現在発行数(株)
(平成30年８月10日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 2,378,740 2,378,740
東京証券取引所
（市場第２部）

単元株式数は100株である。

計 2,378,740 2,378,740 － －

(注) 発行済株式のうち、663,750株は、現物出資(借入金531百万円の株式化)により発行されたものである。

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項なし。

② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項なし。

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項なし。

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成30年４月１日～
平成30年６月30日

－ 2,378,740 － 508,000 － 758,543

(5) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はない。
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(6) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日(平成30年３月31日)に基づく株主名簿による記載をしている。

① 【発行済株式】

平成30年６月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式(自己株式等) － － －

議決権制限株式(その他) － － －

完全議決権株式(自己株式等) 普通株式 26,000 － －

完全議決権株式(その他) 普通株式 2,334,500 23,345 －

単元未満株式 普通株式 18,240 － －

発行済株式総数 2,378,740 － －

総株主の議決権 － 23,345 －

(注) 「完全議決権株式(その他)」の欄には、株式会社証券保管振替機構名義の株式が、100株(議決権の数１個)含ま

れている。

② 【自己株式等】

平成30年６月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

中央ビルト工業株式会社
東京都中央区日本橋
富沢町11番12号

26,000 － 26,000 1.1

計 － 26,000 － 26,000 1.1

２ 【役員の状況】

該当事項なし。
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第４ 【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令第63

号)に基づいて作成している。

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期会計期間(平成30年４月１日から平成30年

６月30日まで)及び第１四半期累計期間(平成30年４月１日から平成30年６月30日まで)に係る四半期財務諸表につい

て、ＵＨＹ東京監査法人による四半期レビューを受けている。

なお、当社の監査法人は次のとおり交代している。

　第67期事業年度 有限責任監査法人トーマツ

　第68期第１四半期会計期間及び第１四半期累計期間 ＵＨＹ東京監査法人

３．四半期連結財務諸表について

当社は子会社がないため、四半期連結財務諸表は作成していない。
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１ 【四半期財務諸表】

(1) 【四半期貸借対照表】

(単位：千円)

前事業年度
(平成30年３月31日)

当第１四半期会計期間
(平成30年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 929,140 981,509

受取手形 ※１，２，３ 742,959 ※１，２，３ 437,784

売掛金 983,986 938,691

製品 921,833 947,976

仕掛品 224,211 221,010

原材料及び貯蔵品 391,719 369,629

未収入金 ※２ 75,726 31,601

その他 14,163 15,037

貸倒引当金 △2,150 △1,943

流動資産合計 4,281,591 3,941,298

固定資産

有形固定資産

建物 2,036,438 2,036,438

減価償却累計額 △1,672,686 △1,680,234

建物（純額） 363,752 356,204

構築物 793,661 793,661

減価償却累計額 △575,107 △581,073

構築物（純額） 218,554 212,588

機械及び装置 2,048,471 2,048,871

減価償却累計額 △1,882,500 △1,891,856

機械及び装置（純額） 165,971 157,014

貸与資産 9,198,346 9,185,505

減価償却累計額 △8,501,814 △8,545,266

貸与資産（純額） 696,531 640,238

車両運搬具 57,038 54,838

減価償却累計額 △54,378 △52,510

車両運搬具（純額） 2,660 2,327

工具、器具及び備品 286,036 287,325

減価償却累計額 △274,044 △275,931

工具、器具及び備品（純額） 11,992 11,394

土地 3,177,361 3,177,361

リース資産 179,026 182,338

減価償却累計額 △108,014 △115,274

リース資産（純額） 71,011 67,063

建設仮勘定 － 30,240

有形固定資産合計 4,707,834 4,654,433

無形固定資産 11,472 12,223
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(単位：千円)

前事業年度
(平成30年３月31日)

当第１四半期会計期間
(平成30年６月30日)

投資その他の資産

投資有価証券 39,885 35,502

繰延税金資産 107,444 119,515

その他 278,789 277,632

貸倒引当金 △3,832 △3,832

投資その他の資産合計 422,286 428,818

固定資産合計 5,141,593 5,095,475

資産合計 9,423,185 9,036,773

負債の部

流動負債

支払手形 ※１ 917,869 ※１ 776,369

買掛金 420,851 406,684

短期借入金 1,600,000 1,650,000

1年内返済予定の長期借入金 530,912 515,912

未払法人税等 － 5,853

役員賞与引当金 23,010 5,752

その他 372,884 328,088

流動負債合計 3,865,527 3,688,659

固定負債

長期借入金 1,861,292 1,736,064

退職給付引当金 135,250 141,295

長期未払金 85,027 85,027

その他 74,492 73,086

固定負債合計 2,156,062 2,035,473

負債合計 6,021,590 5,724,133

純資産の部

株主資本

資本金 508,000 508,000

資本剰余金 758,543 758,543

利益剰余金 2,148,581 2,063,027

自己株式 △26,738 △27,096

株主資本合計 3,388,386 3,302,474

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 13,207 10,166

評価・換算差額等合計 13,207 10,166

純資産合計 3,401,594 3,312,640

負債純資産合計 9,423,185 9,036,773
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(2) 【四半期損益計算書】

【第１四半期累計期間】

(単位：千円)
前第１四半期累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年６月30日)

当第１四半期累計期間
(自 平成30年４月１日
　至 平成30年６月30日)

売上高 1,155,996 1,352,316

売上原価 965,186 1,161,221

売上総利益 190,809 191,095

販売費及び一般管理費 248,040 236,732

営業損失（△） △57,231 △45,637

営業外収益

受取利息及び配当金 1,110 1,225

受取地代家賃 1,164 1,164

保険解約返戻金 1,982 －

雑収入 413 1,976

営業外収益合計 4,670 4,365

営業外費用

支払利息 5,080 4,231

雑支出 973 760

営業外費用合計 6,053 4,992

経常損失（△） △58,614 △46,263

税引前四半期純損失（△） △58,614 △46,263

法人税、住民税及び事業税 3,466 2,968

法人税等調整額 △14,982 △10,730

法人税等合計 △11,515 △7,761

四半期純損失（△） △47,098 △38,501
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【注記事項】

(追加情報)

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 平成30年２月16日）等を当第１四半期

会計期間の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示している。

(四半期貸借対照表関係)

※１ 期末日満期手形

四半期会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理している。なお、当第１

四半期会計期間末日が金融機関の休業日であったため、次の四半期会計期間末日満期手形が、四半期会計期間

末残高に含まれている。

　 　 前事業年度
(平成30年３月31日)

　 当第１四半期会計期間

(平成30年６月30日)

受取手形 11,039千円 1,897千円

支払手形 122,729 〃 158,841 〃

※２ 手形債権流動化による受取手形の譲渡高及び支払留保額

　 　 前事業年度
(平成30年３月31日)

　 当第１四半期会計期間

(平成30年６月30日)

受取手形の譲渡高 557,853千円 372,242千円

支払留保額 44,435 〃 －

(注) 支払留保額は、手形債権流動化による受取手形の譲渡高のうち遡及義務として支払留保されているも

のである。

※３ 受取手形割引高

　 　 前事業年度
(平成30年３月31日)

　 当第１四半期会計期間

(平成30年６月30日)

受取手形割引高 100,000千円 408,623千円

(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

当第１四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成していない。なお、第１四半期累計期間

に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む)は、次のとおりである。

　 　 前第１四半期累計期間
(自 平成29年４月１日
至 平成29年６月30日)

　 当第１四半期累計期間
(自 平成30年４月１日
至 平成30年６月30日)

減価償却費 118,719千円 131,635千円
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(株主資本等関係)

前第１四半期累計期間(自 平成29年４月１日 至 平成29年６月30日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年６月23日
定時株主総会

普通株式 58,837 2.5 平成29年３月31日 平成29年６月26日 利益剰余金

２．基準日が当第１四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期会計期間の末日後となる

もの

該当事項なし。

当第１四半期累計期間(自 平成30年４月１日 至 平成30年６月30日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成30年６月22日
定時株主総会

普通株式 47,053 20.0 平成30年３月31日 平成30年６月25日 利益剰余金

２．基準日が当第１四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期会計期間の末日後となる

もの

該当事項なし。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第１四半期累計期間(自 平成29年４月１日 至 平成29年６月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：千円)

報告セグメント
合計

仮設機材販売 仮設機材賃貸 住宅鉄骨事業

売上高

　外部顧客への売上高 546,738 608,609 647 1,155,996

計 546,738 608,609 647 1,155,996

　セグメント損失(△) △18,299 △10,598 △26,345 △55,242

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容(差異

調整に関する事項)

(単位：千円)

利益 金額

　報告セグメント計 △55,242

　全社費用 (注) △1,989

　四半期損益計算書の営業損失（△） △57,231

(注) 全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費である。

Ⅱ 当第１四半期累計期間(自 平成30年４月１日 至 平成30年６月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：千円)

報告セグメント
合計

仮設機材販売 仮設機材賃貸 住宅鉄骨事業

売上高

　外部顧客への売上高 409,593 567,570 375,151 1,352,316

計 409,593 567,570 375,151 1,352,316

　セグメント利益又は損失(△) △32,084 △20,846 10,179 △42,752

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容(差異

調整に関する事項)

(単位：千円)

利益 金額

　報告セグメント計 △42,752

　全社費用 (注) △2,885

　四半期損益計算書の営業損失（△） △45,637

(注) 全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費である。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりである。

項目
前第１四半期累計期間

(自 平成29年４月１日
至 平成29年６月30日)

当第１四半期累計期間
(自 平成30年４月１日
至 平成30年６月30日)

　１株当たり四半期純損失金額（△） △20円01銭 △16円37銭

　(算定上の基礎)

　四半期純損失金額（△）（千円） △47,098 △38,501

　普通株主に帰属しない金額(千円) － －

　普通株式に係る四半期純損失金額（△）(千円) △47,098 △38,501

　普通株式の期中平均株式数(千株) 2,353 2,352

(注) １．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載していない。

２．当社は、平成29年10月１日付で普通株式10株につき１株の割合で株式併合を行っている。第67期の期首に当

該株式併合が行われたと仮定し、１株当たり四半期純損失金額を算定している。

２ 【その他】

該当事項なし。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項なし。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

平成３０年８月１０日

中央ビルト工業株式会社

　取締役会 御中

ＵＨＹ東京監査法人

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 鹿 目 達 也 ㊞

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 片 岡 嘉 徳 ㊞

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている中央ビルト

工業株式会社の平成３０年４月１日から平成３１年３月３１日までの第６８期事業年度の第１四半期会計期間(平成３０

年４月１日から平成３０年６月３０日まで)及び第１四半期累計期間(平成３０年４月１日から平成３０年６月３０日ま

で)に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び注記について四半期レビューを行っ

た。

四半期財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表

を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適

正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結

論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、中央ビルト工業株式会社の平成30年６月30日現在の財政状態及び同日をも

って終了する第１四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認

められなかった。

その他の事項

会社の平成30年３月31日をもって終了した前事業年度の第１四半期会計期間及び第１四半期累計期間に係る四半期財

務諸表並びに前事業年度の財務諸表は、それぞれ、前任監査人によって四半期レビュー及び監査が実施されている。前

任監査人は、当該四半期財務諸表に対して平成29年12月26日付けで無限定の結論を表明しており、また、当該財務諸表

に対して平成30年６月22日付けで無限定適正意見を表明している。

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
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以 上

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期
報告書提出会社）が別途保管しております。
２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。

決算短信（宝印刷） 2018年08月09日 16時10分 17ページ（Tess 1.50(64) 20180525_01）


